
政令市・中核市の市民参加の環境調査
及び北海道内４自治体の協働環境調査

結果の報告

協働パワーアップセミナー

平成２１年１２月７日

（特）公共政策研究所
理事長 水澤雅貴



政令市・中核市の市民参加の環境調査
結果の報告



何のために：地域主権型社会（市民自治の社会）
の実現のため

時代認識：自治体経営は「行政が主役」から
「市民が主役」への転換必要

市民参加：自治体経営は「市民が主役」で行

１．政令市・中核市における市民参加の環境調査の目的

市民参加：自治体経営は「市民が主役」で行
環境調査 われているかの検証

地域社会：地域社会の自治を実現する仕組
への参加 みが創られているかを検証

どんな方法で：アンケート調査による自治体の
気づきを重視



１．調査の対象
政令市１８市 中核市４１市

２．調査の目的
自治体における市民参加の制度整備・実施状況や

市民参加の関連情報の公開度を明らかにする。この
プロセスにおいて、自治体が自己評価することによっ
て、現状の把握と改善へのモチベーションが高まるこ
とや市民の権利としての行政への市民参加が保障さ
れ、権利が尊重される市民自治の社会実現の一助と
なることを目的とした。

５．市民参加を推進するための環境整備に関する
調査項目のマッピング

（１） （市民参加などの）条例や要綱等の制定

（２） （市民参加等条例や要綱の）策定プロセスへの参加

（３） 制度化プロセスの情報公開

（１）行政情報の発信

（１）
総合計画

１．市民参加の制度化プロセス

（２）市民参加手法の整備

（１）
市民参加の
庁内体制

２．制度が効
果的に活用さ
れるための
庁内の取組

３．制度を浸透させるための
具体的方策
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２．何をどんな方法で：行政における市民参加の環境調査

３．調査方法
当研究所がホームページで公開されているデータを

もとに、市民参加のための条例や要綱の策定状況や
市民参加の実績などを調査し、当研究所が定めた評
価基準に従って、当研究所の採点と自治体自らの採
点、合意形成を経て最終評価とする方法とした。なお、
評価の特色としては、一方的に当研究所の評価のみ
で評価しないことと、自治体の自己評価を基礎に、自
治体の気づきを重視したことである。

４．仮説の設定
自治基本条例等制定市と未制定市とでは市民参加

の環境に「差」はないという仮説を設定し、調査項目ご
とに仮説の検定を行う。
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６．市民参加を推進するための環境整備に関する調査
の回答状況（全体で９７％）

表１：政令市の回答状況

（１）政令市の回答状況

表２：中核市の回答状況

（２）中核市の回答状況

回答あり 18 100%
回答なし 0 0%

計 18 100%

回答あり 39 95%
回答なし 2 5%

計 41 100%



正機能 逆機能

「差」がある：評価が高い

・地域主権型自治体への転換のた
め自治基本条例の制定が機能し
ている。

・行政運営に説明責任・情報共有・
市民参加・協働が取りいれられて
いる。

・市民参加の情報がホームページ
等で提供されている。

「差」がある：評価が低い

・自治基本条例を制定しても制度の
作りの不備や制度の具体がないた
め、自治体経営は何も変わらない。

・職員の意識改革がされていない

ため、市民参加は形式的で変わら
ない。

顕
在
機
能
（目
に
見
え
る
）

３．地域主権型社会の機能分析

自治基
本条例
等があ
ることで
制度が
効果を
発揮し
ている

自治基
本条例
等はあ
るが制
度の効
果を発
揮して
いない

等で提供されている。

「差」がない：評価が高い

・自治体の市民参加関連業務は

他同規模自治体との横並び意識
や競争意識で行われている。

・自治体の市民参加関連業務は
行政裁量で行われている。

「差」がない：評価が低い

・審議会等委員への一般市民の参
加がほとんどない。

・自治体の市民参加関連業務に携
わっている職員が少ない。

・行政の突然の決定に市民の不満
が増している。

潜
在
機
能
（目
に
見
え
な
い
）

制度が
なくても
ある程
度機能
してい
る

制度が
ないた
め機能
してい
ない

（注）マン(Mann)・ホイットニー(Whitney)のU検定：
独立な2組の標本の有意差検定として用いられ、変数は順位としてとれば（つまり2つを比較してどちらが大きいかがわかっていれば）よい。2つの観察された

分布の間の重なりの度合が偶然で期待されるよりも小さいかどうかを、「両標本が同じ母集団から抽出された」との帰無仮説に基づいて検定する方法である。
帰無仮説から予想される統計量と、実際に抽出集団のデータから計算された統計量が一致する確率（ｕ値という）を求め、その確率が予め決めた基準(有意
水準、5％または1％が使用されることが多い）よりも小さい（つまり｢起こりそうもない｣）場合には「有意差がある」として、上の仮説は棄却される。
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中核市の未着手市が５４％と政令市の
３７％と比較しても未着手市の比率が
高い。この原因は地域主権型自治体
への転換しなければならないという危
機感が政令市より欠如しているからで
ある。早期の条例制定に向けた検討
が求められる。



政令市の市民参加の環境調査結果
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6 4 2 1 5.2 6 5.7 5.6 4.5 3.2 3.2 3.6 5.8 4.5 2 3.7 2.5 3.3 3.6 4.8 4 4.4 3.7 4.7 67 4.2

11 0 0 0 0.7 0.3 0.5 0.5 1.1 1.1 1.5 1.2 4.9 3.5 1.8 4 0.3 0.7 2.5 3.5 4.2 3.9 2 3.6 34 2.1

－ － － － 有 有 有 － 無 無 無 無 有 有 － 無 無 － 無 無 － －
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表８：政令市の仮説の一般評価
政令市の条例制定市と未制定市の比較

５.政令市の市民参加の環境

＜凡例＞項目 条例等制定市 条例等制定市

条例等制定市

市民参加における
「差」がない項目

⑧

制度がないため
機能していない

１項目

（潜在逆機能）

項目
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＜凡例＞
実線が条例制定市
点線が条例未制定市

条例制定市の総平均
値は４．２、条例未制
定市の総平均値は２．
１と、条例の有無が市
民参加の総平均値の
差となり、政令市の条
例の効果が表れてい
る。

未制定市

制度がなくてもあ
る程度機能して

いる
７項目

（潜在正機能）

項目

市民参加における
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自治基本条例等
があることで制
度が効果を発揮
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４項目

（顕在正機能）

自治基本条例等
はあるが制度の
効果を発揮して

いない
１項目

（顕在逆機能）

条例等制定市 条例等制定市

市民参加が効果的に活用されるための庁内の取組みや具体的方策としてのふりかえりが、条例があることで普遍
的ルールの機能を発揮していることと裁量的ルールではあるが、政令市間の横並び意識から機能を発揮している
項目がある。



中核市の市民参加の環境調査結果
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条例

や要

綱等

の制

定

策定

プロセ

スへ

の参

加

制度

化プロ

セスの

情報

公開

市民

参加

の庁

内体

制

職員

の育

成

庁内

での

事例

活用

行政

情報

の発

信

市民

参加

手法

の整

備

審議

会委

員の

公募

委員

選任

審議

会委

員へ

の女

性登

用

審議

会委

員選

考機

関へ

の市

民参

加

ふり

かえ

り

総合

計画

への

市民

参加

行政

評価

への

市民

参加
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30 0 0 0 0.7 0.5 0.7 0.6 1.6 1.0 1.0 1.2 4.2 2.9 2.2 3.4 0.6 0.5 2.3 5.0 3.8 4.4 1.5 3.8 33 2.1
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６.中核市の市民参加の環境

表１４：中核市の仮説の一般評価 中核市の条例制定市と未制定市
の比較

条例制定市の総平均値条例等制定市 条例等制定市項目

項目 条例等制定市

市民参加における
「差」がない項目

⑪

制度がないため
機能していない

５項目

（潜在逆機能）

0

2

4

6
制度化

庁内体

制

制度の

浸透

総合計

画等

地域社

会

ホーム

ページ

の比較

＜凡例＞
実線が条例制定市
点線が条例未制定市

条例制定市の総平均値
は３．５、条例未制定市
の総平均値は２．１と、条
例の有無が市民参加の
総平均値の差となり、条
例の効果が表れている。
しかし、中核市の条例制
定市の総平均値は、政令
市の４．２より低く、市民
参加が相対的に低い結
果である。

未制定市

制度がなくてもあ
る程度機能して

いる
６項目

（潜在正機能）

市民参加における
「差」がある項目

②

自治基本条例等
があることで制
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１項目

（顕在正機能）

自治基本条例等
はあるが制度の
効果を発揮して

いない
１項目

（顕在逆機能）

条例等制定市 条例等制定市項目

条例があることで市民参加が効果的に活用される普遍的ルールの機能が発揮していない。裁量的ルールである
中核市間の横並び意識から機能を発揮している項目がある。



7.北海道の３１市の市民参加の環境（H20年度実施）

参考：北海道３１市の仮説の一般評価

北海道３１市の市民参加の環境調査結果（08年度実施）
1(1) 1(2) 1(3) 2(1) 2(2) 2(3) 3(1) 3(2) 3(3)ア 3(3)イ 3(3)ウ 3(4) 4(1) 4(2) 5 6(1)
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11 5.1 5.7 5.3 5.4 2.9 2.7 2.6 2.8 4.5 4.4 2.1 3.5 0.6 3.4 3.1 4.6 4.0 4.3 0.8 3.8 56.2 3.5
20 1.8 1.05 1.65 1.5 1.1 0.9 0.75 0.9 3.25 1.8 2.25 3.15 0.35 0 1.8 4.35 2.65 3.5 1.2 1.5 27.8 1.7

－ 有 有 有 － 有 有 無 無 無 有 － 無 無 － 無 有 － －
－ 低 低 低 － 高 高 低 高 低 高 － 高 高 － 低 高 － －
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Ｕ検定結果（条例制定市と未制定市の有意差）

条例の効果

合計 平均

大項目
市民参加の制度化

プロセス

制度が効果的に活用される

ための庁内の取り組み
制度を浸透させるための具体的方策

条例等制定市 条例等制定市項目

北海道３１市の条例制定市と未制
定市の比較

項目 条例等制定市

市民参加にお
ける「差」がない

項目

⑥

制度がないた
め機能してい

ない
３項目

（潜在逆機能）

未制定市

制度がなくても
ある程度機能
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自治基本条例
等はあるが制
度の効果を発
揮していない

３項目
（顕在逆機能）

条例等制定市 条例等制定市項目

条例があっても庁内の取組みが低調であるが、個別の具体的市民参加の取組みには効果的に発揮している。裁
量的ルールが総合計画や行政評価に機構を発揮している。
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6
制度化

庁内体

制

制度の

浸透

総合計

画等

地域社

会

ホーム

ページ

＜凡例＞
実線が条例制定市
点線が条例未制定市

定市の比較

条例制定市の総平均値
は３．５、条例未制定市
の総平均値は１．７と、条
例の有無が市民参加の
総平均値の差となり、条
例の効果が表れている。
しかし、道内３１市の条例
制定市の総平均値は、中
核市の３．５と同程度と
なっている。



市民参加の環境調査における修正件数
１．政令市

1(1) 1(2) 1(3) 2(1) 2(2) 2(3) 3(1) 3(2) 3(3)ア3(3)イ3(3)ウ 3(4) 4(1) 4(2) 5 6(1)

条例や

要綱等
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プロセ
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加の庁

内体制

職員の

育成
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活用

行政情
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信

市民参

加手法

の整備

審議会

委員の

公募委

員選任

審議会

委員へ

の女性

登用

審議会

委員選

考機関

への市

民参加

ふりか

えり

総合計

画への

市民参

加

行政評

価への

市民参

加

地域社

会への

市民参

加

項番

ホーム

ページ

の活用
小項目

大項目
市民参加の制度化

プロセス

制度が効果的に活用され

るための庁内の取り組み
制度を浸透させるための具体的方策

総合計画と行政評

価への市民参加

8.市民参加の環境調査でわかった政令市・中核市の課題

多くの政令市・中核市では市民参加の質問をしているのに協働で回答があ
り、市民参加と協働が混在又は区分が出来ていないという課題がある。市民
参加と協働の制度設計の明確化や概念整理の実施が必要

参加 報公開 員選任 登用
民参加

加 加

4 4 5 7 8 8 2 3 3 3 2 4 2 2 2 2

22% 22% 28% 39% 44% 44% 11% 17% 17% 17% 11% 22% 11% 11% 11% 11%

（注）政令市１８市のうちの合意プロセスでの修正件数と修正比率

２．中核市
1(1) 1(2) 1(3) 2(1) 2(2) 2(3) 3(1) 3(2) 3(3)ア3(3)イ3(3)ウ 3(4) 4(1) 4(2) 5 6(1)
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プロセ

スへの
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制度化

プロセ

スの情
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加の庁
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育成

庁内で

の事例

活用
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報の発

信

市民参

加手法

の整備

審議会

委員の

公募委

員選任

審議会

委員へ

の女性

登用

審議会

委員選

考機関

への市

民参加

ふりか
えり

総合計

画への

市民参

加

行政評

価への

市民参

加

5 6 4 25 23 16 6 6 8 4 7 10 5 5 6 7

13% 15% 10% 64% 59% 41% 15% 15% 21% 10% 18% 26% 13% 13% 15% 18%

（注）中核市３９市のうちの合意プロセスでの修正件数と修正比率

ホーム

ページ

の活用
小項目

中核市の修正件数

中核市の修正比率

大項目
市民参加の制度化

プロセス

制度が効果的に活用され

るための庁内の取り組み
制度を浸透させるための具体的方策

総合計画と行政評

価への市民参加

地域社

会への

市民参

加

政令市の修正件数

項番

政令市の修正比率

＊政令市の１０市（56％）、中核市の６市（15％）で市民協働推進条例が施行されている。



9.市民参加と協働の概念の混同

（１）参画は参加の上位概念

（２）協働は参加の上位概念（市民の自主性重視）

（３）参加と協働を区分できない。

（４）協働の研修をしているので、参加を含む。

（５）市民参加による協働のまちづくりを推進している
ので協働事例の研修・事例活用がされている。

・「市民参加」とは、行政活動の計画・実行・評価の各段階に市民が参加することと地域社会の課題発
見・解決への市民参加をいいます。
たとえば、行政の計画段階での審議会委員としての参加、報告書案へのパブリックコメントへの市民意
見の提出、行政評価（外部評価）を行う審議会委員としての参加や地域社会の地域協議会委員として
地域課題の解決に参加することをいいます。



１０.市民参加と協働の概念の整理

町
長 行政

町内会

行政への参加

支援組織への支援

協働領域

町政 町民による信託の領域地域社会町民による自治の領域

選挙

地域計画の諮問・答申

地域の課題解決

子供
見守り
除雪
支援
災害
支援

親睦

審議会・パブリックコメント等

支
地

12

議
員 議会

市民

ＮＰＯ等

議会への参加

地域社会への参加

支援組織への支援

選挙

地域の課題解決

地域社会の
課題解決

子育
て

介護

地域
食堂

環境

請願・陳情・議会報告会・議会一般会議等

地域協議会や支援組織
からの要望聴取

コミュニティビジネス
（新たな雇用の創出）

支
援
組
織

域
協
議
会



北海道内４自治体の協働環境調査
結果の報告
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制度化

庁内体制ウエッブサイト

札幌市

１１.札幌市の市民参加と協働の環境変化

協働 市民参加

札幌市
制度化 庁内体制 制度の浸透 総合計画等 地域社会 ホームページ 平均 しくみ化プロセス 活用のための整備 パートナーと育つ 評価 ウエッブサイト 平均

2008・2007 5.7 5 3.7 5 2 4 4.4 4.3 3 2.5 3 4 3.1
2009 5.7 4.7 3.7 5 3 5 4.4 5 3.5 3.7 3 4 3.9

2009政令市平均 2.3 2.1 2.9 4.1 2.6 4 2.8 4 3 3.3 2.8 4.4 3.4

市民参加 協働

コメント

市
民
参
加

自治基本条例があることで庁内体制
については効果を発揮していることと
制度の浸透・地域社会やホームペー
ジは政令市間の横並び・競争意識か
ら機能を発揮している。

今後、地域社会の制度設計を明ら
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ス
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整備

パートナーと育

つ

評価

前回（2008・2007） 今回（2009） 政令市平均（2009）

今後、地域社会の制度設計を明ら
かにする課題がある。

協
働

「札幌市市民まちづくり活動促進条
例」が平成20年4月1日に施行され、

その後、市民まちづくり活動の促進
に関し、市民、事業者、市が、率直に
意見交換し課題を共有する円卓会
議として、市民まちづくり活動促進
テーブルが設置され、「市民まちづく
り活動促進基本計画」、「市民まちづ
くり活動促進基金」による助成の審
査等、「基本計画策定後の施策実施
状況の検証」などが行われており、
今後の具体化のモニタリングが必要
である。
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１２.旭川市の市民参加と協働の環境変化

協働 市民参加

旭川市
制度化 庁内体制 制度の浸透 総合計画等 地域社会 ホームページ 平均 しくみ化プロセス 活用のための整備 パートナーと育つ 評価 ウエッブサイト 平均

2008・2007 5.3 2.3 4.2 5 0 6 4 4 0.5 0.8 3 1.3
2009 5.3 3.3 4.2 5.5 0 5 4.2 4 2.3 0.2 1 3 1.7

2009中核市平均 1.5 1.5 2.4 4.4 1.4 3.8 2.3 4.1 2.8 3 2.3 4.5 3.2

市民参加 協働

コメント

市
民
参
加

市民参加条例があることで庁内体制
の強化や市民参加手続きのふりか
えりなどの制度の浸透、ホームペー
ジに市民参加情報が１クリックで提
供されるなど行われている。

しかし、地域社会の制度設計につ
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前回（2008・2007） 今回（2009） 中核市（2009）

加 しかし、地域社会の制度設計につ
いては全く検討がされていないのが
課題である。

協
働

すべての評価項目が中核市の平均
以下で、特に、ＮＰＯからの提案や協
働事業などは全く０評価である。

旭川市は協働事業提案制度の見直
しを通じて、市民と行政との協働の
課題や今後のあるべき姿を市民活
動促進検討会議で検討案が議論さ
れ、H21.1にまとめられている。しかし、

その成果が出ていない。今後の協働
推進の具体化のモニタリングが必要
である。
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１３.函館市の市民参加と協働の環境変化

協働

函館市
制度化 庁内体制 制度の浸透 総合計画等 地域社会 ホームページ 平均 しくみ化プロセス 活用のための整備 パートナーと育つ 評価 ウエッブサイト 平均

2008・2007 3 1 2.3 4.5 0 3 2.4 0.3 0.5 2.3 0 3 1.3
2009 5 2.3 2.8 4.5 2 4 3.4 0.7 2 2.2 1 4 1.9

2009中核市平均 1.5 1.5 2.4 4.4 1.4 3.8 2.3 4.1 2.8 3 2.3 4.5 3.2

市民参加 協働

コメント

市
民
参
加

自治基本条例の制定に向けた検討
が進んでいるが、庁内体制や制度の
浸透・ホームページ機能の向上につ
いては今後の充実が求められる。

今後、地域社会の制度設計につい2.3
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加 今後、地域社会の制度設計につい
ての充実が求められる。

協
働

すべての評価項目が中核市の平均
以下で、特に、協働をしくみとするプ
ロセスにおいては、検討されている
自治基本条例には協働が曖昧に規
定されているため、今後の協働の環
境の改善が余り期待できない。今後
の協働環境の具体化のモニタリング
が必要である。



１４.札幌市・旭川市・函館市の市民参加と協働の環境（2009）
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制度化 庁内体制 制度の浸透 総合計画等 地域社会 ホームページ 平均 しくみ化プロセス 活用のための整備 パートナーと育つ 評価 ウエッブサイト 平均

札幌市 5.7 4.7 3.7 5 3 5 4.4 5 3.5 3.7 3 4 3.9
旭川市 5.3 3.3 4.2 5.5 0 5 4.2 4 2.3 0.2 1 3 1.7
函館市 5 2.3 2.8 4.5 2 4 3.4 0.7 2 2.2 1 4 1.9
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しくみ化プロセス 活用のための整備 パートナーと育つ 評価 ウエッブサイト 平均

2007 2 2.5 2 3 4 2.3

2009 2 2.3 1.5 3 4 2.1
2009都道府県平均 4 3.8 3 3.15 4.3 3.6

協働

１５.北海道の協働の環境（2007・2009）
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解決能力
が求めら
れる

行政が
課題と
考える
事項

ＮＰＯ等 行 政

相談・仕様

提案
Ａ

市民・団体の育成

業務委託

課
地
域

基
金

地

ＮＰＯ
等

町内
会

or

地域社会

地域協議会

行 政新規雇用
の創設

協働

今の協働の形態（市民と行政の協働？） これからの参加と協働の形態

マネージメントが課題

１６.これからの参加と協働

行政主導の協働

・北海道遺産の推進
事業

・市民活動促進講座
開催事業

・北海道認知症介護

支
援
組
織

解
決
策

ＮＰＯ等が
担う場合

市民が
課題と
思うこと

（やりたい
こと）

市民活動
の育成

地域の活
性化
を目的

行 政

Ｂ 提案

市民・団体の育成

補助金

課題：Ａは市民側の目的と異なる。
Ｂは行政側の目的と異なる。

地域課題の認識と合意がないため補助金等が
無駄となる可能性が高い。

題

域
計
画
案

域
計
画

合
意課題の合意

参加

メンバー：市民育成が課題

地域の課題と解決すべき課題が一致していることと
地域課題の解決当事者が地域のＮＰＯ等であり、地
域にお金が回り、基金のお金が有効に機能する結
果となる。
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行政主導の協働

ＮＰＯ等

・よさこい道南大会
開催事業

・函館名物イカのロ
ボットによる街の活
性化

・北海道認知症介護
研修事務

税
行政が直接担う場合


